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1 計画策定の背景と目的 

 
人口減少社会、超高齢社会となった我が国は、総務省統計局人口推計データ概算値によると、  

令和5年10月1日時点の総人口が1億2,434万人、65歳以上の高齢者人口が3,622万人、高齢化率は

29.1％となっています。そのうち、65歳以上75歳未満の前期高齢者は1,614万人、75歳以上の後期  

高齢者は2,008万人と、後期高齢者の人口が前期高齢者の人口を大きく上回っています。今後も令和

7年には団塊の世代がすべて75歳以上となるほか、令和22年にはいわゆる団塊ジュニア世代が65歳

以上になるなど、15歳から64歳までの生産年齢人口の減少が加速し、高齢化はますます進展していく

ことになります。また、ひとり暮らし高齢者や認知症高齢者の増加も見込まれることから、医療・介護

へのニーズが大幅に増加するだけでなく、サービスの需要の変化が予想されます。 

また、このような中で高齢者が活躍できる社会環境や生涯にわたる健康づくりの推進も一層重要に

なるとともに、高齢者が住み慣れた地域でその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができ

るよう、医療、介護、介護予防、住まい及び自立した日常生活の支援が包括的に確保される「地域包

括ケアシステム」の実現に向け、各事業をより一層推進する必要があります。 

 

 

図表1-1：本市の目指す地域包括ケアシステムのイメージ 
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介護保険制度が平成12年に創設されて以降、おおむね3年ごとにその時々の社会情勢を踏まえた

制度改正と報酬改定が行われてきました。 

平成18年の制度改正では、予防重視型システムの確立に向け、その一歩を踏み出しました。平成

24年には、高齢者が住み慣れた地域で様々な支援を受けながら安心して暮らし続けるための「地域

包括ケアシステム」推進の取組が開始されました。そして、平成29年には、「地域包括ケアシステムの

強化のための介護保険法等の一部を改正する法律」が成立し、高齢者の自立支援と要介護状態の

重度化防止、地域共生社会の実現と制度の持続可能性の確保を図ることを目的とした改正が行われ

ました。令和3年度には、「地域共生社会の実現のための社会福祉法等の一部を改正する法律」が成

立し、地域住民の複雑化・複合化した支援ニーズに対応する市町村の包括的な支援体制構築に向け

た支援、地域の特性に応じた認知症施策や介護サービス提供体制の整備等の推進、介護人材確保

及び業務効率化の取組強化等が行われました。 

令和6年度に向けては、「全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険法

等の一部を改正する法律」が成立し、医療・介護の連携機能及び提供体制等の基盤強化などの措置

が講じられることになります。また、「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」が成立し、共

生社会の実現の推進に向けて、認知症の人が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らすことができるよう、

認知症の人に関する国民の理解の増進等の基本的施策を定めました。今後、国が策定する認知症

施策推進基本計画を踏まえて、本市の認知症施策を進めていくこととなります。 

介護報酬については、平成15年度マイナス2.3％、平成18年度マイナス2.4％、平成21年度プラス

3.0％、平成24年度プラス1.2％、平成27年度マイナス2.27％、平成30年度プラス0.54％、令和3年度プ

ラス0.05％、令和4年10月の臨時改定にてプラス1.13%、令和6年度プラス1.59%の改定率で推移しまし

た。 

 
 

図表1-2：令和6年度介護保険制度改正の概要 

 
【出典】厚生労働省資料 
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2 計画の位置づけ及び庁内連携 

 
「まえばしスマイルプラン」は、老人福祉法に基づく「老人福祉計画」と介護保険法に基づく「介護保

険事業計画」を一体的に策定する計画であり、本市の高齢者福祉・介護に関わる政策全般にわたる

行政計画です。 

 

■老人福祉計画 
「前橋市老人福祉計画」は、老人福祉法第20条の8第1項に基づき策定するもので、本市の高齢者

に関する政策全般にわたる行政計画です。 

 

■介護保険事業計画 
「前橋市介護保険事業計画」は、介護保険法第117条第1項に基づき、本市における介護保険事業

に係る保険給付の円滑な実施に関する計画を定めるものです。 

 

上位計画に、本市のまちづくりの基本理念や将来都市像、その都市像を実現するための政策の方

向性、具体的施策等を示す「第七次前橋市総合計画」（計画期間：平成30年度～令和9年度）や、人口

減少問題の解決に向けた取組を示した「第2期県都まえばし創生プラン」（計画期間：令和2年度～  

令和6年度）、さらには地域福祉を推進するための福祉分野の総合的な計画「第2次前橋市地域福祉

計画」（計画期間：平成27年度～令和6年度）があり、これらの方針を踏まえるとともに、保健・医療・ 

福祉分野はもちろん、本市の各種計画と調和を保ちながら策定・推進するものです。 

今後、地域包括ケアシステムの一層の推進、地域共生社会の実現に向けて、福祉分野における横

断的な連携だけでなく、全庁的な対応がこれまで以上に必要となることから、関係部門と連携を図りな

がら課題に迅速に対応できる体制を構築していきます。 

 
図表1-3：「まえばしスマイルプラン」の役割・位置づけ 
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3 計画期間と策定後の進捗管理 

 
本計画は令和6年度から令和8年度までの3年を計画期間とします。策定後は、毎年度達成状況を

点検し、その結果に基づいて改善策を検討・実施します。また、学識経験者、保健・医療・福祉・介護

関係者や公募による被保険者の代表で構成される「前橋市社会福祉審議会高齢者福祉専門分科会」

に計画の達成状況を報告し、幅広い助言や提言を得ながら、市民本位の進行管理を行います。 

今後も、団塊ジュニア世代が65歳以上となる令和22年を見据えながら、3年ごとに見直しを図ってい

きます。 

 

図表1-4：「まえばしスマイルプラン」の計画期間 
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4 計画策定の経緯  

 
「前橋市社会福祉審議会高齢者福祉専門分科会」において、第8期計画の達成状況や社会情勢等

を踏まえ、第9期計画策定のための意見や提言等を受けました。 

また、介護予防・日常生活圏域ニーズ調査（以下、「ニーズ調査」という。）をはじめとする各種調査・

アンケート等を実施することにより、実態と課題を把握しながら策定を進めました。 

 

図表1-5：前橋市社会福祉審議会高齢者福祉専門分科会の開催状況 

回 年月日 内   容 

第1回 令和3年11月 

（書面開催） 

・専門分科会長の選出 

・第7期まえばしスマイルプランの総括について（報告） 

・第8期まえばしスマイルプランの取組状況について（報告） 

・特別養護老人ホーム入所申込状況調査の結果について（報告） 

・前橋市からの諮問書（報告） 

第2回 令和4年11月24日 ・第8期まえばしスマイルプランの取組状況について（報告） 

・第9期まえばしスマイルプラン策定までのスケジュールについて（報

告） 

・特別養護老人ホーム入所申込状況調査の結果について（報告） 

・ひとり暮らし高齢者調査の結果について（報告） 

第3回 令和5年3月 

（書面開催） 

・アンケート調査の結果について（報告） 

・臨時委員の公募結果について（報告） 

・次期介護保険制度の見直しに関する意見概要について（報告） 

第4回 令和5年8月24日 ・第8期まえばしスマイルプランの分析・評価について（報告） 

・アンケート調査結果の分析について（報告） 

・第9期まえばしスマイルプランの施策目標・事業体系について（協

議） 

・第9期介護保険事業（支援）計画の基本指針（大臣告示）のポイント

（案）について(報告) 

第5回 令和5年10月26日 ・前橋市介護保険事業の特徴について（報告） 

・第9期まえばしスマイルプランの介護基盤整備方針について（協

議） 

・第9期まえばしスマイルプランの構成･事業項目について（協議） 

・保険者機能推進交付金等の集計結果について（報告） 

第6回 

 

令和5年12月21日 ・第9期まえばしスマイルプランの原案（本編）について（協議） 

・パブリックコメントの実施について（報告） 

・答申書（案）について（協議） 

第7回 

 

令和6年2月29日 

 

・市長答申 

・パブリックコメントの実施結果について（報告） 

・第9期まえばしスマイルプランの最終案について（協議） 
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図表1-6：各種調査及びパブリックコメントの実施状況 

調  査  等 項  目 内   容 

介護予防・日常生活 

圏域ニーズ調査 

 

（P.154） 

対 象 者 

65歳以上の要介護状態になる前の高齢者 

（無作為抽出） 

・要支援者500人 

・事業対象者500人 

・上記及び要介護者以外の高齢者4,000人 

調 査 方 法 郵送 

実 施 時 期 令和4年12月 

主な調査項目 
・家族や生活状況 等 

・体を動かすこと、毎日の生活 等 

在宅介護実態調査 

 

（P.180） 

対 象 者 在宅で生活をしている要支援者・要介護者636人 

調 査 方 法 
認定調査員の手渡しによる調査票の配布、郵送による調査

票の回収 

実 施 時 期 令和5年1月～令和5年6月 

主な調査項目 
・主な介護者の状況 等 

・利用しているサービス、必要と感じるサービス 等 

介護保険事業計画 

策定に係る事業所 

アンケート調査① 

 

（P.198） 

対 象 者 

市内の特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、軽費老人

ホーム、住宅型有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け 

住宅 

167事業所 

調 査 方 法 電子メール 

実 施 時 期 令和5年8月 

主な調査項目 
・介護職員の雇用形態・雇用人数 

・介護職員の採用方法 等 

介護保険事業計画 

策定に係る事業所 

アンケート調査② 

 

（P.201） 

対 象 者 

市内の認知症対応型共同生活介護（グループホーム）、 

小規模多機能型居宅介護事業所 

57事業所 

調 査 方 法 電子メール 

実 施 時 期 令和5年6月～令和5年7月 

主な調査項目 
・地域密着型サービス全般 

・サービスの利用状況 等 

パブリックコメントの 

実施 

対 象 者 市内に住所又は勤務先を有する人、市内の学校の在学者等 

実 施 方 法 郵送、電子メール及びWebフォームによる意見の募集 

実 施 時 期 令和6年1月～令和6年2月 

主 な 項 目 第9期まえばしスマイルプラン（原案）に対する意見 

  


